
 

平成 22 年 3 月 26 日 

介 護 保 険 課 

 

認知症対応型共同生活介護事業所の共同生活住居 

（ユニット）に関する基準の変更について 

 
認知症対応型共同生活介護事業所が有することができる共同生活住居（以下、ユニットと

いう。）の数は、「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準」（平

成１８年３月１４日厚生労働省令第３４号）第９３条により、１又は２までとされている。 

 今般、「既成市街地等及びこれに準ずる地域における認知症対応型共同生活介護事業所の

整備に関する基準の取扱いについて」（平成２１年１２月２５日老高発１２２５第１号厚生

労働省老健局高齢者支援課長通知）により、緊急雇用対策の一環として、認知症対応型共同

生活介護事業所のユニットの数を２から３へ拡大し、整備の促進を図ることにより、雇用の

創出に努めることとされた。 

これに伴い、練馬区においては、「既成市街地等及びこれに準ずる地域」に該当すること

から、介護保険法７８条の４第４項および介護保険法施行規則第１３１条の１２に基づき、

認知症対応型共同生活介護事業所のユニットの数に関する基準を下記のとおり定めること

とし、雇用創出の推進および認知症対応型共同生活介護の整備を図ることとする。 

  

記 

 
１ 基準変更の内容 

  認知症対応型共同生活介護の１事業所あたりユニット数の上限を３とする（定員の上限

は27人）   

２ 基準変更に伴う効果 

(1) 認知症対応型共同生活介護のユニット数の上限を拡大することにより、地域密着型サ

ービスの更なる充実を図ることができる。 

(2) 区内地域密着型サービス事業所における、介護職員等の新たなる雇用を創出すること

ができる。 

３ 根拠法令等 

(1) 介護保険法第７８条の４第４項 

(2) 介護保険法施行規則第１３１条の１２ 

４ 厚生労働省通知および通知既成市街地等の範囲 

  別紙「既成市街地等及びこれに準ずる地域における認知症対応型共同生活介護事業所の

整備に関する基準の取扱いについて」参照 
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